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I　はじめに

1．研究の背景と目的

日本では近年，少子高齢化にともなって総人口が減

少する一方で，在留外国人の数は年々増加している。

他方，海外に滞在する日本人も日系企業の海外進出等

で増加傾向にあり，日本においても海外においても，

日本人と外国人とが出会う機会は増している。開内

（2012）が指摘しているように，そうした人流のグロー

バル化は「男女関係」にも影響を与え，結果としての

「国際結婚」が恒常化する時代になったのである。

厚生労働省の『人口動態統計』によると，2019 年

の年間婚姻総数 599,007 件のうち，およそ 3.7％（21,919

件）が国際結婚である（図 1）。これまで，日本にお

ける国際結婚のおよそ 8 割は「日本人夫」と「外国人

妻」の組み合わせであったが，近年国際結婚数自体が

減少傾向にあるなかで，それに占める「外国人夫」と

「日本人妻」の組み合わせの割合は増加している。た

とえば，後者の組み合わせは 2010 年の 24.4％に対し

て 2019 年では 32.0％となった。

従来，国際結婚は女性にとって国家間の経済格差や

文化的差異を利用した「上昇婚」1）としてみなされて

きた。そのため，「日本人夫」と外国人妻の場合であ

れば「アジア人妻」との組み合わせが 卓越し 2），ま

た外国人夫では「欧米人夫」と「日本人妻」の組み合

わせが多く形成されてきた 3）。しかし開内（2012）に

よると，国際結婚において近年特徴的な現象は，「ア

ジア人夫」と「日本人妻」の組み合わせの増加である

という。アジア人夫と日本人妻の組み合わせは，2000

年から 2006 年までは平均して年間 3,500 件程度であっ

たが，2007 年頃からいったん減少傾向となったのち，

2015 年以降再び増加に転じて 2019 年では 3,000 件に

近づいた（図 2）。また国際結婚全体に占めるその割

合は，わずかに減少した年があるものの，基本的には

過去 20 年間一貫して増加傾向にある。欧米人男性と

の国際結婚を日本人女性の上昇婚としてとらえてきた
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日本人と外国人とが出会う機会は増している。開内

（2012）が指摘しているように，そうした人流のグロー

バル化は「男女関係」にも影響を与え，結果としての

「国際結婚」が恒常化する時代になったのである。 

厚生労働省の『人口動態統計』によると，2019 年の

年間婚姻総数 599,007 件のうち，およそ 3.7％（21,919

件）が国際結婚である（図 1）。これまで，日本におけ

る国際結婚のおよそ 8 割は「日本人夫」と「外国人妻」

の組み合わせであったが，近年国際結婚数自体が減少

傾向にあるなかで，それに占める「外国人夫」と「日
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ば，後者の組み合わせは 2010 年の 24.4%に対して 2019
年では 32.0％となった。 

従来，国際結婚は女性にとって国家間の経済格差や

文化的差異を利用した「上昇婚」1）としてみなされて

きた。そのため，「日本人夫」と外国人妻の場合であれ

ば「アジア人妻」との組み合わせが 卓越し 2），また外

国人夫では「欧米人夫」と「日本人妻」の組み合わせ

が多く形成されてきた 3）。しかし開内（2012）による

と，国際結婚において近年特徴的な現象は，「アジア人

夫」と「日本人妻」の組み合わせの増加であるという。

アジア人夫と日本人妻の組み合わせは，2000 年から

2006 年までは平均して年間 3,500 件程度であったが，

2007 年頃からいったん減少傾向となったのち，2015 年

以降再び増加に転じて 2019 年では 3,000 件に近づいた

（図 2）。また国際結婚全体に占めるその割合は，わず

かに減少した年があるものの，基本的には過去 20 年

間一貫して増加傾向にある。欧米人男性との国際結婚

を日本人女性の上昇婚としてとらえてきた従来の研究

では，こうした組み合わせは想定されてこなかった。
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図 1　国際結婚数の推移と国際結婚数に占める外国人夫と日

本人妻の組み合わせの割合の変化（2000 ～ 2019 年）

（厚生労働省『人口動態統計』により作成）
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従来の研究では，こうした組み合わせは想定されてこ

なかった。この現象はすなわち，アジアの経済成長と

グローバル社会の進展のなかで生じた新しい国際結婚

のスタイルといえよう。

以上のような国際結婚の新しいトレンドは，日本に

おける在留外国人の定住化の在り方にも多様性を生む

可能性がある。たとえば，定住化する外国人は大都市

圏や地方工業都市に集住や棲み分けをする傾向にある

ことがすでに指摘されている（是川 2008）。しかしな

がら，国際結婚した家庭，特に近年特徴的なアジア人

夫と日本人妻の形成する世帯が，都市のどこに居住地

を選択しているのかは明らかにされていない。

そこで本研究では，日本に暮らす国際結婚家庭のう

ち，とりわけアジア人夫と日本人妻による家庭の居住

地選択と居住地移動の特徴を明らかにする。後述する

ように，本研究では主に「ムスリム系アジア人」を夫

にもつ日本人女性の家庭を分析対象とする。ムスリム

系夫の結婚相手となる女性は啓典の民（キリスト教，

ユダヤ教，イスラーム）のいずれかでなければならず，

その子どもたちも生まれながらにしてムスリムとなる

（工藤 2009）。また，実践の程度には大きな個人差が

みられるものの，1 日 5 回の礼拝やハラールなどの食

に対する制限，モスクでの集団礼拝など，日常生活内

においても信仰の実践が求められる（川添 2017）。そ

のため，こうした国際結婚家庭では，夫の宗教的性格

によって居住地選択が影響を受けることも予想される。

2．従来の研究と問題の所在

日本人どうしの結婚家庭や在留外国人の居住地選択

に関する研究は，これまでにも豊富に蓄積されてきた。

たとえば千葉ニュータウンの戸建住宅に転入する世帯

を調査した伊藤（2001）は，多くの世帯では転居後に

妻が専業主婦になることを前提に居住地選択がなさ

れ，夫は就業地まで長距離通勤していることを指摘し

た。すなわち，日本人に特有の性別役割分業が居住地

選択に影響を及ぼしているのである。しかしながら日

本・韓国・台湾・中国・ベトナム・タイの性別役割分

業意識の差異を分析した伊達（2013）によれば，日韓

は女性に家事負担が偏っているのに対し，他 4 地域で

は男女間の家事負担が相対的に公平であるという。こ

の研究は未婚の男女を含む高学歴層を分析対象として

いることに注意が必要ではあるが，こうした地域出身

のアジア人男性との国際結婚家庭の場合，就業や家事

育児負担の在り方が日本人どうしの家庭とは異なって

おり，それが居住地選択を左右する可能性もある。

また，周辺地域の生活・教育環境が居住地選択に与

える影響もきわめて大きい。千葉県水戸市におけるマ

ンション購入世帯を調査した久保（2008）は，ファミ

リー世帯では子どもの教育環境と自身の両親の居住地

を志向し，子どもが離家した後の中高年夫婦世帯では，

子どもの居住地を反映して居住地選択が行われている

ことを明らかにした。子育てを手伝ってくれる自身の

親（子の祖父母）との距離が居住地選択に影響してい

るのである。同じく久保（2010）は，千葉市の幕張ベ

イタウンにおけるマンション購入世帯を調査した結

果，海外勤務からの帰国者や転勤による転居予定があ

る世帯は，他の転居経験者や帰国子女が多く居住する

生活環境を重視し，一方で教育環境を重視している世

帯は，公立小学校の評判の良さや私立中学への進学率の

高さを基準に居住地選択を行っていることを指摘した。

国際結婚家庭の場合はどうであろうか。陳（2009）

によれば，日本に在住する華僑華人への教育を目的と

した中華学校に入学する生徒の 7 ～ 8 割は，いまや国

際結婚家庭の子どもであったという。他方，中国人男

性と結婚して中国の上海市で暮らす日本人女性を対象

に調査を行った酒井（2013）は，調査対象者の過半数

が子どもに日本式の教育を与えていたものの，中国人

夫の意向により中国語の教育が行える環境を選択する

者もいると述べている。ここからは，国際結婚家庭が

子どもにどのような言語・教育環境を望むかが，居住

地選択に影響を与えている可能性がうかがえる。

民族特有の宗教的な志向性が居住地選択を左右しう

ることも忘れてはならない。たとえば川添（2017）は，

ムスリムによる「マスジド」4）への参加状況が居住地

選択に影響することを論じた。すなわち，週に 1 回か
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図 2　アジア人夫と日本人妻の結婚数の推移と国際結婚数に

占める割合の変化（2000 年～ 2019 年）

（厚生労働省『人口動態統計』により作成）
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ら月に 1 回程度マスジドを訪れるグループがあるのに

対して，平日の就業後でもマスジドに訪れ礼拝を行う

ためにマスジドとの近接性を考慮するグループもある

という。

同じく川添（2020）は，茨城県南部のフィリピン人

を事例に，カトリック教会が果たす定住後の社会関係

形成・維持の役割に着目した。調査対象世帯の多くが

日本人夫と結婚した国際結婚家庭であったため，居住

地は日本人夫の意向に影響され分散居住していたもの

の，定住以降もカトリック教会がフィリピン人どうし

の結節点となり，精神的・社会的両面で中心的な役割

を果たしていたという。このことから，日本人妻との

国際結婚家庭においても，外国人夫の宗教の志向性が

居住地選択に影響を及ぼす可能性が示唆される。

一方で，国際結婚家庭，とりわけムスリム系アジア

人夫と日本人妻による家庭の居住地選択研究は管見の

限りみられない。従来の国際結婚研究は日本の農村部

に嫁いだ中国人女性に関するものが多かった（賽漢卓

娜 2014）。反面，都市部に居住する国際結婚家庭につ

いては十分な検討がなされず，かれらの生活実態は明

らかにされていない。それゆえ，本研究を通じて，日

本人どうしの家庭にはあまりみられない宗教・文化・

言語の違いを乗り越え成立する国際結婚家庭の居住地

選択ならびに居住地移動とその要因を明らかにするこ

とには，一定の意義があろう。なお，本研究の対象地域

は三大都市圏の中心都市の 1 つである名古屋市とする。

Ⅱ　名古屋市における国際結婚の概観

1．名古屋市の概観

本研究の対象地域である名古屋市は人口 2,328,138

人 5），面積 326.5km2 の政令指定都市であり，愛知県

の県庁所在地でもある（図 3）。2019 年末の『在留外

国人統計』によれば，名古屋市には愛知県の在留外国

人のうち約3分の1にあたる89,698人が居住しており，

第 2 位の豊橋市（19,564 人，7.0％）や自動車産業の

街である豊田市（19,274 人，6.9％）とは大差がある。

これは，愛知県のなかで名古屋市の総人口が 230 万人

超と他都市に比して突出していることにもよる。

まず，名古屋市における在留外国人の国籍別上位 6

か国（中国，韓国，ベトナム，フィリピン，ネパール，

ブラジル）の 16 区別人口分布を示した図 3 をみると，

在留外国人は名古屋市の都心区にあたる中区にもっと

も集中し，反対の郊外区では工場が集積する港区や中

川区，南区に多いことがわかる。中区の場合，フィリ

ピン人・ネパール人・中国人の分布に特徴があり，か

つてパブやスナックで働いていたフィリピン人女性が

多かったこと（阿部 2003），ネパール人や中国人留学

生の通う日本語学校や専門学校が集積していることが

その要因にあると推察される。また港区には工場で働

く日系ブラジル人が集住し，中川区には韓国人がやや

多い。

一方，中区と同じ都心区である東区や都心周辺区の

瑞穂区と熱田区には在留外国人が少ない。この背景は，

白壁・主税・橦木地区など武家屋敷としての面影を残

す東区や，熱田神宮や熱田宿を擁する熱田区には歴史

的な住宅街が残っており 6），また瑞穂区には高級住宅

地が形成されるなど 7），新しく流入する外国人にとっ

ては住みにくい地域である可能性がある。他方で北区

は同じ都心周辺区であっても，中区に比して地価が相

対的に低い住宅街があることから，港区・中川区・南

区と同じく外国人が流入しやすい地域である。

ここで，日本人妻の結婚相手国上位 3 か国 8）のうち，

韓国人は中川区に，中国人は中区に，米国人は中区と

名東区に居住する傾向がみられた。他方で「その他」

国籍は中区や港区に集中しており，対して在留外国人
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図 3　名古屋市における上位 6 か国の区別・国籍別

在留外国人数（2019 年）

（法務省『在留外国人統計』により作成）
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数の少ない瑞穂区や熱田区では少なくなっていること

から，「その他」の人々の居住地は在留外国人の人口

規模に比例しているといえる。ただし昭和区や千種区

といった都心周辺区にも「その他」国籍が多い。これ

は，大学が集積する昭和区と千種区の場合，留学生の

多さが影響している可能性がある。

このように，名古屋市の在留外国人はおおむね都心

区と郊外区の一部や，大学の立地する都心周辺区に多

いといった特徴が見出された。こうした傾向は，日本

人妻と同居する外国人夫の居住地選択とも関連性があ

ることが予測される。

2．名古屋市における国際結婚の特徴

名古屋市における外国人夫の国籍別推移（図 4）を

みると，これまで「韓国・朝鮮人夫」がもっとも多かっ

たが，その数は近年減少傾向にあることがわかる。そ

れと入れ替わるように，1990 年代から 2000 年代後半

にかけて「その他」の国籍が急増し，名古屋市におけ

る外国人夫との国際結婚も急速に多様化しつつある様

子が読み取れた。直近の 2019 年では「その他」が最

多の 38.9％（84 件）を占めている。本研究で分析対

象とする「ムスリム系アジア人夫」も主にこの「その

他」に含まれており，名古屋市における分布を示した図

3 の「その他」国籍を構成する人々であると考えられる。

それではつづいて，名古屋市におけるムスリム系ア

ジア人夫と日本人妻の家庭が，居住地移動のいかなる

空間的パターンをもち（Ⅲ），かつそこにどのような

居住地選択の論理が働いたのか（Ⅳ）を分析したい。

Ⅲ　国際結婚家庭の居住地移動の空間的パターン

本研究では，日本人妻とムスリム系アジア人夫の家

庭 6 組を調査対象家庭（表 1）とし，事前に夫と妻そ

れぞれに対して居住地移動に関する基本的なアンケー

ト調査を行い，その後国際結婚家庭の居住地選択を詳

細に分析するため日本人妻にインタビュー調査を実施

した（2021 年 8 月～ 11 月）。

本研究のアンケート調査における基本的な質問項目

では，夫と妻の年齢・出身地・最終学歴・現在の職業・

通勤方法と通勤時間，そして夫にのみ来日年・日本で

最初に住んだ場所・来日時のビザを，子どもについて

は性別・年齢・通学している学校を追加で尋ねている。

また，結婚後の居住地選択と居住地移動の質問項目は，

居住地・居住期間・居住形態（県営住宅，市営住宅，

UR，民間アパート・マンション，戸建て住宅，その他）

と所有形態（賃貸，持ち家）・同居人・居住地選択時

点での夫妻の職業・通勤方法と通勤時間で構成されて

いる。これらの質問項目によって，職場と居住地との

関係や，子どもの教育環境を明らかにすることが期待

される。

1．調査対象家庭の概要

調査対象家庭 A ～ F の夫の出身国は南アジアの G

国（2 名）と H 国（2 名），西アジアの J 国（1 名）と

K 国（1 名）であり，いずれもイスラームが中心の国

であった。これらの国々は，1980 年代後半にイスラー

ム圏と日本とのあいだに査証相互免除協定が結ばれた

ことで，主に 20 ～ 30 代の若年男性が入国し，バブル

4  名古屋市における国際結婚家庭の居住地選択（蟹江） 
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年齢 職業経歴 年齢 出⾝国 来⽇年 職業経歴
A 名古屋市 瑞穂区 30代 学⽣　→　研究員　→　⼤学教員 30代 G国 2014 学⽣　→　アルバイト　→　会社員
B 名古屋市 南区 40代 派遣　→　パートタイム 50代 H国 1997 会社員　→　無職　→　⾃営業
C 名古屋市 昭和区 40代 ⾃動⾞関連 40代 G国 2007 会社員　→　派遣社員　→　無職
D 岐⾩県 岐⾩市 40代 主婦 40代 J国 2002 医療従事者　→　⾃営業者　→　会社員　→　イマーム
E 名古屋市 中川区 40代 アルバイト　→　主婦　→　⾃営業 40代 K国 1993 アルバイト　→　無職　→　アルバイト　→　派遣社員　→　⾃営業者
F 愛知県 ⼤治町 60代 会社員 60代 H国 1980 ⾃営業者
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夫
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表 1 調査対象家庭の概要 
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D 岐⾩県 岐⾩市 40代 主婦 40代 J国 2002 医療従事者　→　⾃営業者　→　会社員　→　イマーム
E 名古屋市 中川区 40代 アルバイト　→　主婦　→　⾃営業 40代 K国 1993 アルバイト　→　無職　→　アルバイト　→　派遣社員　→　⾃営業者
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妻夫婦家庭 夫
現住地

夫婦
現住地 年齢 職業 年齢 出⾝国 来⽇年 職業

A 名古屋市瑞穂区 30代 学⽣→研究員→教職員 30代 バングラデシュ 2014年 学⽣→アルバイト→会社員
B 名古屋市南区 40代 派遣→パートタイム 50代 パキスタン 1997年 会社員→無職→⾃営業者
C 名古屋市昭和区 40代 ⾃動⾞関連 40代 バングラデシュ 2007年 会社員→派遣社員→無職
D 岐⾩県岐⾩市 40代 主婦 40代 シリア 2002年 医療従事者→⾃営業者→会社員→モスクのイマーム
E 名古屋市中川区 40代 アルバイト→主婦→⾃営業 40代 トルコ 1993年 アルバイト→無職→アルバイト→派遣社員→⾃営業者
F 愛知県⼤治町 60代 会社員 60代 パキスタン 1980年 ⾃営業者
G 愛知県知⽴市 60代 主婦→パートタイム→主婦 60代 イギリス 1983年 教職員
H 愛知県あま市 50代 主婦→パートタイム 50代 ドイツ 2001年 教職員
I 名古屋市瑞穂区 50代 会社員→⾃由業 50代 カナダ 1994年 契約社員→教職員

家庭
妻 夫

表 1　調査対象家庭の概要

（アンケート調査により作成）
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景気下の労働力として吸収されていった国々だといわ

れる（川添 2017）。その後，バブル景気の終息により

労働需要が縮小したことや，1989 ～ 1992 年には査証

免除の一時停止措置が取られたことで，そうした国々

からのムスリムの流入も減少した。

1990 年代になると，今度は結婚や留学・研修を目

的とした来日が増え，日本に滞在するムスリム人口も

再び拡大しつつある。ここ 10 年でも，外国人介護従

事者や留学生の受け入れ拡大にともないムスリム人口

の流入は継続しており，本研究で調査対象とした夫ら

も，上記のような国際関係の流れのなかで来日したも

のと思われる。

以下ではまず，アジア人夫と日本人妻の国際結婚家

庭 A ～ F のライフヒストリーを概観したうえで，各

家庭に対する居住地移動のアンケート調査から①近距

離移動パターン，②国内移動パターン，③海外往復パ

ターンの 3 つの空間的パターンを見出し，それぞれの

特徴を分析する。なお，家庭 F は結婚後に 1 度も移

動していないためここでは除外した。

2．居住地移動にみられる 3 つの空間的パターン

（1）近距離移動パターン

近距離移動パターンには家庭 A，B，C が当てはま

る（図 5）。この移動パターンの特徴は，主な移動が

名古屋市内で完結し，妻の平均通勤時間が夫と比較し

て長いことである（表 2）。

まず，家庭 A はともに 30 代の日本人女性と G 国人

男性の家庭で，2011 年の結婚直後に夫の母国で暮ら

した以外は，名古屋市内の瑞穂区（3 回）と昭和区（1

回）のみに居住経験がある（表 2）。妻は当初，瑞穂

区の妻の実家で暮らしたが，夫の来日に合わせて昭和

区の民間アパート・マンションに転居した。夫婦とも

にそこから千種区の大学に通学していたが，第一子出

産にともない実家が近い瑞穂区の民間アパート・マン

ションに転居した。やがて夫は地下鉄で 45 ～ 50 分の

港区の工場でアルバイトを始めた。その後，2018 年

から家庭 A は再び妻の実家に転居して現在に至る。

今も妻は地下鉄で 30 ～ 35 分かけ千種区の大学にて働

き，夫は同じ工場で継続勤務している。このように，

家庭 A は夫の母国を除き，名古屋市の都心周辺区の

住宅街を中心に狭く居住地移動している。これは，妻

の実家や通学・勤務先からの距離を考慮して居住地選

択しているためである。そのうち，瑞穂区は名古屋市

内でも外国人のもっとも少ない区（図 3）であるため，

日本人妻との同居によって居住地選択が可能になった
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た以外は，名古屋市内の瑞穂区（3 回）と昭和区（1 回）

のみに居住経験がある（表 2）。妻は当初，瑞穂区の妻

の実家で暮らしたが，夫の来日に合わせて昭和区の民

間アパート・マンションに転居した。夫婦ともにそこ

から千種区の大学に通学していたが，第一子出産にと

もない実家が近い瑞穂区の民間アパート・マンション

に転居した。やがて夫は地下鉄で 45～50 分の港区の

工場でアルバイトを始めた。その後，2018 年から家庭

A は再び妻の実家に転居して現在に至る。今も妻は地

下鉄で 30～35 分かけ千種区の大学にて働き，夫は同

じ工場で継続勤務している。このように，家庭 A は夫

の母国を除き，名古屋市の都心周辺区の住宅街を中心

に狭く居住地移動している。これは，妻の実家や通学・

勤務先からの距離を考慮して居住地選択しているた

図 5 近距離移動パターン（家庭 A・B・C） 

（アンケート調査により作成） 

注：家庭 A（上図），家庭 B（中図），家庭 C（下図）で，数字は居住

地移動ならびに就職した順番を表している。 

図 5　近距離移動パターン（家庭 A・B・C）

（アンケート調査により作成）

注： 家庭 A（上図），家庭 B（中図），家庭 C（下図）で，数字は居住

地移動ならびに就職した順番を表している。
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ものと推察される。

次の家庭 B は 40 代女性と 50 代 H 国人男性の家庭

である。夫は 1997 年に来日し，2007 年に結婚した当

初は東京都内で働いており，名古屋市在住の妻は地下

鉄で 15 ～ 20 分の港区の会社で派遣社員をしていた。

2008 年に妻の職場に近い熱田区の民間アパート・マ

ンションで同居を開始した。家庭の事情で，一時的に

妻の実家に近い南区の民間アパート・マンションに転

居したが，それによって妻は職場から地下鉄で 40 ～

45 分と通勤時間が延びてしまった。2010 年に妻は職

場を退職して夫婦で夫の母国で 2 年ほど暮らした後，

第一子出産のため妻のみ帰国して，最終的には妻の実

家と同じ町内にある民間アパート・マンションで暮ら

しながら，電車で 50 ～ 55 分の距離にある名古屋市内

のサービス業で事務員として勤務するようになった。

妻は両親と近接して暮らすことを重視している。この

ように，家庭 B は熱田区（1 回）・南区（3 回）・港区（1

回）に居住経験があったが（表 2），在留外国人の少

ない熱田区以外は南区のような外国人が多い郊外区を

中心に移動したことになる。またその空間的パターン

は，妻の職場や実家との距離を考慮した居住地選択の

結果であり，夫の母国への移動を経て，妻の実家への

近接性はより強くなったことがわかった。

最後の家庭 C の移動範囲はさらに狭く， 名古屋市内

での 3 回の居住地すべてが昭和区内で完結しているこ

とに大きな特徴がある（表 2）。昭和区は「その他」

の在留外国人の多い地域である。家庭 C はともに 40

代女性と G 国人男性の家庭である。横浜市で出会っ

た 2 人は一時妻の実家である大阪府で暮らしたのち，

愛知県安城市での妻の就職を機に同市内で民間アパー

ト・マンションを探したが，優良な物件が残っていな

かったり，夫が外国人であるという理由で入居を断ら

れることもあった。そのため，交通の便が良く，将来

子どもを育てる面でも落ち着いていると感じられた名

古屋市昭和区を居住地として選び，2008 年に UR 賃

貸に入居した。妻はそこから名鉄・市バスを乗り継い

で 60 ～ 65 分の安城市内の会社の社員として現在まで

働いている。一方，夫は自転車と地下鉄で 35 ～ 40 分

の西区の塗装関連会社の社員として働いた。その後も

戸建て住宅の購入に至るまで 2 回転居しているが，い

ずれも昭和区内での近距離移動である。その間，夫は

岡崎市の会社や昭和区の会社等での派遣社員として働

いた。このように，家庭 C は妻の勤務先を変えない

まま，子育てに適した昭和区内で居住形態・所有形態

を変えながらも選択的に居住地移動してきた。昭和区

は，大学街として大学生や多様な出身地の留学生が住

んでおり，ムスリム系アジア人にとっても住みやすい

居住環境であるのかもしれない。

以上，近距離移動パターンの家庭は主に都心周辺区

や郊外区のなかでも外国人の暮らしやすい地域を居住

地として選択し，その狭い範囲内で移動を繰り返して

いるといえる。また家庭 A や B のように妻の実家が

名古屋市内にある場合，実家との近接性が重視されて

いた。ここで就業に着目すると，近距離移動パターン

の家庭は妻のほうが遠距離通勤をしていることが明ら

かになった。その要因は，日本人妻が主たる生計者と

して家計を支え，収入の安定を図っていることにある。

一方の夫は居住地から比較的近い範囲で職を探してい

る。一般的に夫が家計を支え，夫の転勤等によって居

住地移動したり，夫が長距離通勤する日本人どうしの

家庭と比較すると，調査対象家庭 A ～ C の場合，そ

れが逆転している状態であった。他方，家庭 A や B

のように日本人妻の実家が名古屋市内にある場合，結

婚後にいったんは実家を離れたとしても，妻が家計を

支えるために子育ての手伝いが必要になることを考慮

すれば，実家の周辺地域で近距離移動するパターンと

なりやすい。そのため，妻の就業地がやや離れていて

も，妻の実家近くに居住することが生じうる。

（2）国内移動パターン

国内移動パターンには家庭 D が当てはまる（図 6）。

家庭 D は 40 代女性と J 国人男性の家庭である。名古

（アンケート調査により作成）

居住

都⼼区
空間的パターン 中村区 昭和区 瑞穂区 熱⽥区 南区 港区 妻 夫

A 1 3 2 6 65 30
B 1 3 1 1 6 40
C 3 1 4 65 30

②国内移動 D 2 3 5 15
③海外移動 E 1 4 2 7 30 25
④移動経験なし F

通勤・通学
の平均時
間（分）郊外区

名古屋市内 名古屋
市外 海外

①近距離移動

都⼼周辺区

結婚後の居住経験（回）

計家庭

表 2　居住地移動の空間的パターン
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屋市以外では徳島県と岐阜県に居住経験があり，名古

屋市内では都心区の中村区に 2 回居住している。夫は

2002 年に留学生として来日して徳島県内の大学院を

修了し，一方の妻は大学でイスラームについて学ぶう

ちに自ら改宗した。家庭 D は 2008 年に徳島市内で結

婚生活をはじめたが，2010 年からは名古屋市中村区

にある宗教関連施設で活動を始めることとなり，中村

区の民間アパート・マンションに転居し，妻は専業主

婦となった。居住地から宗教関連施設までは自転車で

5 分以内である。その後，夫は中区での飲食店開業を

経て北区の会社に勤めたが，職場はいずれも居住地か

ら自転車で 30 ～ 45 分の距離であった。岐阜市の宗教

関連施設の代表が夫とともに働くことを提案し，2015

年からは車で 5 分以内の岐阜市の民間アパート・マン

ションに転居し現在に至る。

このように，家庭 D は妻が専業主婦の状態である

一方，夫の宗教活動に従って居住地を移動してきたと

いえる。名古屋駅を擁する中村区は，区の西部にいく

と古くからの住宅街が広がっており，在留外国人の多

い中区にも隣接するため，外国人は少なくない。夫が

イスラームの布教に熱心で，さらに妻が結婚前から自

主的にイスラームに改宗するなど，他の家庭と比較し

て信仰度の高い家庭 D では，夫が宗教施設にて働く

一方妻が専業主婦であるため，モスクとの地理的距離

が居住地移動で最優先されている。そのため一時期を

除き，夫の通勤時間は自宅から自転車もしくは車で

10 分以内であり，夫の就業地が居住地選択の決定要

因となっている。

以上，家庭 D のような国内移動パターンを示す家

庭は，専業主婦の妻に対して家計を支える夫の就業地

や宗教志向性に依存して移動する可能性が高く，近距

離移動パターンよりも広い範囲を移動しながら同じ場

所に長く留まりづらい可能性が示唆された。

（3）海外往復パターン

最後に，海外往復パターンの家庭 E もみておきた

い（図 7）。家庭 E はともに 40 代の女性と K 国人男

性の家庭で，妻は大学時代に K 国語を専攻した。妻

は K 国へのあこがれをもっており，K 国への移住資

金を貯めている最中であった。結婚当初は東京都内の

民間アパート・マンションで暮らしたが，妻の妊娠が

わかると夫の母国で過ごし，妻は主婦となった。帰国

後は夫の友人の伝手で岐阜県羽島市内の民間アパー

ト・マンションに入居し，2002 年には夫の仕事のため

に各務原市内の民間アパート・マンションに転居した。

夫の職場は居住地から車で 25 ～ 30 分の場所であった。

家庭 E の特徴は，そこから妻が再度，夫の母国に

移住している点である。日本で食品の安全性が社会問

題となっていた 2003 年ころ 9），ムスリムにとって重

要な「ハラールフード」を日本で手に入れることの難

しさもあって，日本で子育てしていくことに不安を感

じた妻は，夫を日本に残して子どもとともに夫の母国

に渡り，1 年間夫の実家に滞在している。

一方の夫は，仕事のために礼拝の時間がとれないこ

とを不満に思っており，2005 年には居住地から車で

10 ～ 15 分の各務原市内で飲食店を始めた。その後名

古屋市港区に週 1 回，K 国料理の移動販売に出かける

ようになったが，港区までは車で 2 時間もかかるうえ，

港区での売り上げがよかったため，通勤時間を考慮し

て中川区で戸建て住宅を購入した。夫の経営する K

国料理店は，現住地から車で 10 ～ 15 分の場所にある。

このように，家庭 E は妻が専業主婦であり夫の職場
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スラームの布教に熱心で，さらに妻が結婚前から自主

的にイスラームに改宗するなど，他の家庭と比較して

信仰度の高い家庭 D では，夫が宗教施設にて働く一方

妻が専業主婦であるため，モスクとの地理的距離が居

住地移動で最優先されている。そのため一時期を除き，

夫のモスクへの通勤時間は自宅から自転車もしくは

車で 10 分以内であり，夫の就業地が居住地選択の決

定要因となっている。 

以上，家庭 D のような国内移動パターンを示す家庭

は，専業主婦の妻に対して家計を支える夫の就業地や

宗教志向性に依存して移動する可能性が高く，近距離

移動パターンよりも広い範囲を移動しながら同じ場

所に長く留まりづらい可能性が示唆された。 

 

（3）海外往復パターン 
最後に，海外往復パターンの家庭 E もみておきたい

（図 7）。家庭 E はともに 40 代の女性と K 国人男性の

家庭で，妻は大学時代に K 国語を専攻した。妻は K 国

へのあこがれをもっており，K 国への移住資金を貯め

ている最中であった。結婚当初は東京都内の民間アパ

ート・マンションで暮らしたが，妻の妊娠がわかると

夫の母国で過ごし，妻は主婦となった。帰国後は夫の

友人の伝手で岐阜県羽島市内の民間アパート・マンシ

ョンに入居し，2002 年には夫の仕事のために各務原市

内の民間アパート・マンションに転居した。夫の職場

は居住地から車で 25～30 分の場所であった。 

家庭 E の特徴は，そこから妻が再度，夫の母国に移

住している点である。日本で食品の安全性が社会問題

となっていた 2003 年ころ 9），ムスリムにとって重要な

「ハラールフード」を日本で手に入れることの難しさ

もあって，日本で子育てしていくことに不安を感じた

妻は，夫を日本に残して子どもとともに夫の母国に渡

り，1 年間夫の実家に滞在している。 
一方の夫は，仕事のために礼拝の時間がとれないこ

とを不満に思っており，2005 年には居住地から車で 10

～15 分の各務原市内で飲食店を始めた。その後名古屋

市港区に週 1 回，K 国料理の移動販売に出かけるよう

になったが，港区までは車で 2 時間もかかるうえ，港

区での売り上げがよかったため，通勤時間を考慮して

中川区で戸建て住宅を購入した。夫の経営する K 国料

理店は，現住地から車で 10～15 分の場所にある。この

図 6 国内移動パターン（家庭 D） 

（アンケート調査により作成） 

図 7 海外往復パターン（家庭 E） 

（アンケート調査により作成） 

図 6　国内移動パターン（家庭 D）

（アンケート調査により作成）
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（2）国内移動パターン 

国内移動パターンには家庭 D が当てはまる（図 6）。

家庭 D は 40 代女性と J 国人男性の家庭である。名古

屋市以外では徳島県と岐阜県に居住経験があり，名古

屋市内では都心区の中村区に 2 回居住している。夫は

2002 年に留学生として来日して徳島県内の大学院を

修了し，一方の妻は大学でイスラームについて学ぶう

ちに自ら改宗した．家庭 D は 2008 年に徳島市内で結

婚生活をはじめたが，2010 年からは名古屋市中村区に

ある宗教関連施設で活動を始めることとなり，中村区

の民間アパート・マンションに転居し，妻は専業主婦

となった．居住地から宗教関連施設までは自転車で 5
分以内である。その後，夫は中区での飲食店開業を経

て北区の会社に勤めたが，職場はいずれも居住地から

自転車で 30～45 分の距離であった。岐阜市の宗教関

連施設の代表が夫とともに働くことを提案し，2015 年

からは車で 5 分以内の岐阜市の民間アパート・マンシ

ョンに転居し現在に至る。 
このように，家庭 D は妻が専業主婦の状態である一

方，夫の宗教活動に従って居住地を移動してきたとい

える。名古屋駅を擁する中村区は，区の西部にいくと

古くからの住宅街が広がっており，在留外国人の多い

中区にも隣接するため，外国人は少なくない。夫がイ

スラームの布教に熱心で，さらに妻が結婚前から自主

的にイスラームに改宗するなど，他の家庭と比較して

信仰度の高い家庭 D では，夫が宗教施設にて働く一方

妻が専業主婦であるため，モスクとの地理的距離が居

住地移動で最優先されている。そのため一時期を除き，

夫のモスクへの通勤時間は自宅から自転車もしくは

車で 10 分以内であり，夫の就業地が居住地選択の決

定要因となっている。 

以上，家庭 D のような国内移動パターンを示す家庭

は，専業主婦の妻に対して家計を支える夫の就業地や

宗教志向性に依存して移動する可能性が高く，近距離

移動パターンよりも広い範囲を移動しながら同じ場

所に長く留まりづらい可能性が示唆された。 

 

（3）海外往復パターン 
最後に，海外往復パターンの家庭 E もみておきたい

（図 7）。家庭 E はともに 40 代の女性と K 国人男性の

家庭で，妻は大学時代に K 国語を専攻した。妻は K 国

へのあこがれをもっており，K 国への移住資金を貯め

ている最中であった。結婚当初は東京都内の民間アパ

ート・マンションで暮らしたが，妻の妊娠がわかると

夫の母国で過ごし，妻は主婦となった。帰国後は夫の

友人の伝手で岐阜県羽島市内の民間アパート・マンシ

ョンに入居し，2002 年には夫の仕事のために各務原市

内の民間アパート・マンションに転居した。夫の職場

は居住地から車で 25～30 分の場所であった。 

家庭 E の特徴は，そこから妻が再度，夫の母国に移

住している点である。日本で食品の安全性が社会問題

となっていた 2003 年ころ 9），ムスリムにとって重要な

「ハラールフード」を日本で手に入れることの難しさ

もあって，日本で子育てしていくことに不安を感じた

妻は，夫を日本に残して子どもとともに夫の母国に渡

り，1 年間夫の実家に滞在している。 
一方の夫は，仕事のために礼拝の時間がとれないこ

とを不満に思っており，2005 年には居住地から車で 10

～15 分の各務原市内で飲食店を始めた。その後名古屋

市港区に週 1 回，K 国料理の移動販売に出かけるよう

になったが，港区までは車で 2 時間もかかるうえ，港

区での売り上げがよかったため，通勤時間を考慮して

中川区で戸建て住宅を購入した。夫の経営する K 国料

理店は，現住地から車で 10～15 分の場所にある。この

図 6 国内移動パターン（家庭 D） 

（アンケート調査により作成） 

図 7 海外往復パターン（家庭 E） 

（アンケート調査により作成） 

図 7　海外往復パターン（家庭 E）

（アンケート調査により作成）
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を中心に国内を広く居住地移動しているが，夫の母国

へと複数回往復していることに特徴がある。家庭 E

の妻は，夫と出会う前から夫の母国に興味をもち海外

移住への憧れもあった。加えて妻が専業主婦であるた

め，夫の母国と日本を往復することに大きなストレス

はなかったものと思われる。日本国内では岐阜県内を

転々とするなど，調査対象家庭のなかでは移動回数が

もっとも多くなっているのには，国内移動パターンの

家庭 D と同様，主たる生計者としての夫の就業が大

きく関わっている。

以上のように，本研究で対象とした国際結婚家庭の

居住地移動の空間的パターンは，主たる生計者が日本

人妻であるのかアジア人夫であるのかによって，異

なっていた。日本人妻が家計を支える場合には，妻の

就業地から居住地までの距離が遠い場合にも，妻は収

入を安定させるため，就業地を変えずに長距離通勤を

し，逆に夫が居住地から近い範囲で就業地を探した。

また妻の実家との近接性も考慮され，結果として居住

地移動の範囲が狭まっていた。他方，長距離移動を繰

り返す国内移動パターンや海外往復パターンは，いず

れも家計の担い手がアジア人夫であり，妻は専業主婦

になることで移動に従属的な立場である。この場合は

日本人どうしの家庭の移動に似たものになるが，モス

クとの位置関係のように夫の宗教性が居住地に反映さ

れていたり，移動のプロセスに夫の母国が含まれている

点は，国際結婚家庭特有の居住地移動であるといえる。

Ⅳ　ライフヒストリーからみた国際結婚家庭の

居住地選択

つづいて，インタビュー調査で得られた日本人妻の

ライフヒストリーから，ムスリム系アジア人夫との国

際結婚家庭の居住地選択の理由を，①就業，②宗教，

③子どもの教育の 3 点に着目して分析する。なお，彼

女たちの「語り」は基本的には筆者との会話をそのま

ま掲載しているが，文脈を理解する目的で筆者による

追記を（）で適宜行った。

1．就業と居住地選択

6 人の日本人妻 A ～ F のライフヒストリーを分析す

ると，ムスリム系アジア人夫にとって「結婚」が在留

資格獲得のための手段となっていたことがわかった。

たとえば夫の母国で出会った妻 A は「結婚していな

い状態だと，G 国人は観光ビザなんてとれない」と話

し，また日本で出会ったものの，夫が母国で働いてい

た妻 C も「当時は G 国人ってそんな簡単にビザが下

りなくて」と語っている。妻 F は，「日本に来てる外

国人はビザが大事」であり「日本人の配偶者のビザっ

て強いんだよね」と言うように，夫が日本での在留資

格をもっていない場合，結婚することが夫とともに日

本で生活するための手段となっていた。しかし，無事

に結婚できてもムスリム系アジア人夫が日本で安定し

た職を得ることはさらに難しい。そのため，日本人妻

が家計を支え，可能であれば子育てを手伝ってくれる

妻の両親（実家）との近接性を重視して妻主導の居住

地選択が行われることがあった。

逆に，妻が専業主婦となって夫が家計を支える場合

には，夫の母国や宗教を介したエスニック・ネットワー

クが居住地選択に影響し，居住地移動も比較的広範な

国内移動や海外往復パターンになりやすい。家庭 E

の居住地は常に K 国人，またはムスリムの多い地域

であり，各務原市の県営住宅に入居した際も先に入居

していた夫の友人の影響があったという。結婚後から

妻が専業主婦となり，J 国人夫が家計を支える家庭 D

も，居住地選択では夫の友人が住んでいた場所を引き

継ぐことがあり，日本人妻と同居していてもアジア人

夫のエスニック・ネットワークが居住地選択に影響し

ていることがわかった。

2．宗教と居住地選択

イスラームへの信仰心が篤い J 国人夫をもつ妻 D

は，「（自宅から夫の）仕事（場まで）は遠くなったこ

とはあるんですけど，（自宅が）モスクから離れたこ

とはないです」と語るように，家庭 D がモスクとの

位置関係を第一に考えて居住地を選択している様子が

うかがえた。

またムスリム家庭の場合，日本人妻にとっても宗教

への志向性は重要な要素となりうる。たとえば，派遣

社員として働いた経験のある妻 B は，「やっぱり女性

の場合だとヘッドスカーフをして働くことは難しい」

し，「礼拝時間の確保も難しい」と信仰の実践ができ

る職場を探すことの難しさを語った。実際に，B の現

在の職場以外では，ヒジャブをして働いた経験はない

という。さらに，面接時や面接前の電話でヒジャブを

していいか尋ねると，採用を断られたこともあった。

また，「派遣」という不安定な雇用形態が職場での宗

教実践に影響することもあった。かつての職場では

「（ヒジャブをしたいと）言える状況じゃなかった。派

遣だったので。言うっていう選択肢がなかった」し，「巻

きたい気持ちもありましたけど」と B は語った。B は，
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現在勤務している職場では礼拝をすることやヒジャブ

を着用することは抵抗なく行えるが，B とモスクで交

流のある他日本人妻の多くは，就業と信仰について同

様の悩みを抱えているという。

ムスリムになってからも以前と同じ職場で正社員と

して働いている妻 C は，勤務当初は「食」について

悩むことがあった。企業で催される宴会ではお酒を飲

まなければならず，食べ物も豚肉が使われたものが多

かった。しかし，上司がアメリカで勤務し，その時の

同僚にムスリムがいた経験があることから，皆で同じ

食べ物を注文するのではなく，食べたいものを注文で

きるようになったりと，職場の理解を得ることができ

たケースもある。

家庭 B のように妻が家計を支えなくてはいけない

場合，非ムスリムの日本人や会社の理解が得られず，

非正規雇用の場合にはなおさら職場においての宗教実

践は難しくなる。そのため，C のようにムスリムとし

て宗教実践をしながら働くことのできる職場は，日本

人妻にとって重要なものとなる。その結果，居住地を

変えることはあっても職場は変更せず，さらに長距離

通勤をする場合（表 2）もみられたのである。このよ

うに，ムスリム系アジア人夫だけでなく，改宗した日

本人妻にとってもイスラームが居住地選択や就業に影

響していることが示された。

3．子どもの教育と居住地選択

ムスリム系アジア人夫との国際結婚家庭では，子ど

もの教育環境が居住地選択にいかなる影響を及ぼして

いるのであろうか。未就学児童のいる妻 A は，日本

の公立学校では「ハラールのことや，体育とかプール」

が心配であると語る。さらに，「イスラーム系の学校

がもしできたら，そういうところに通わせたい」とも

言う。現在，東京にはイスラームのインターナショナ

ルスクールが数校ある。しかし今のところ，名古屋市

や愛知県内にイスラーム系の学校はなく，A は日本の

公立学校に子どもを通わせることに不安を抱いている

のである。

現在すでに小学生以上の子どもがいる妻 D は，ム

スリムが多い小学校に子どもが通っており，イスラー

ムについて学校の理解が得られていると述べた。「断

食（ラマダン）の 1 か月前には給食を止めておいてく

れたり，（学校が用意した）部屋で礼拝させてくれたり，

比較的やりやすい」のだという。また，学校にムスリ

ムの児童が多いことで「数の力」が働き，子どもを安

心して通わせることができるのである 10）。

しかし，日本の公立学校においては非ムスリムの日

本人のなかで自分だけがムスリムであり，少数派であ

るということを子どもが感じて，信仰が実践しにくい

こともある。妻 B は，「（B の子どもが）周りがムス

リムじゃないっていうのもわかっていて，（学校での

礼拝を）やりたいけどやれない気持ちがある」と，子

どものことを慮る。さらに B の子どもは，学校では

発言に気をつけており，「他のムスリムのお友達と遊

ぶときのふるまい方」ではなくなっているという。そ

のため B は，近隣のモスクの他に，豊田市や一宮市

にあるモスクにも通い「（ムスリムの子どもは）学校

で 1 人でいる子が多い。繋がりを子どもに作ってあげ

たい」と語る。川添（2017）が指摘するように，モス

クはムスリムの大人どうしが繋がり，情報交換や交流

の場所として機能するだけでなく，ムスリムの子ども

たちのつながりを形成する場にもなりえるのである。

ただし，子どもの宗教教育という点では，上述の通

り日本の公立学校と折り合いをつけることで調整して

いるため，居住地選択それ自体に直接影響を及ぼすよ

うな事例は，本研究ではみられなかった。それは，愛

知県や名古屋市にイスラームのインターナショナルス

クールが存在しないことにも起因しているのだろう。

Ⅴ　おわりに

本研究では，人流のグローバル化が進み国際結婚が

恒常化する日本社会において，近年増えつつあるムス

リム系アジア人夫と日本人妻の国際結婚家庭における

居住地移動の特徴と居住地選択の論理を明らかにする

ことを目的とした。その結果，調査対象家庭の居住地

移動には，主に名古屋市内で外国人の暮らしやすい都

心周辺区や郊外区を選択したり，妻の実家周辺で転居

を繰り返すなど，比較的狭い範囲で居住地移動を繰り

返し，夫に比べて妻が長距離通勤する「①近距離移動

パターン」，①とは逆に専業主婦の妻に代わって夫が

居住地移動を主導し，夫の就業や宗教志向性に依存し

て国内の広い範囲を移動する「②国内移動パターン」，

そして②と同様に妻が専業主婦となり夫が移動の中心

になるが，妻が夫の母国への移住に憧れをもっていた

りすることで夫の母国と日本を往復している「③海外

往復パターン」の 3 つが見出された。このような居住

地移動の空間的パターンは，主たる生計者や移動の主

導者がアジア人夫か日本人妻のどちらかにあるかに左

右されていることを示唆できた。また背景には，ムス

リム系アジア人夫が日本に滞在したり就業することの
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難しさや，夫による宗教信仰心の度合いやエスニック・

ネットワークへの志向性，逆にイスラームに改宗した

日本人妻にとっての就業と宗教実践のジレンマなど，

多様な居住地選択の論理が複層的に介在した結果の産

物であると，本研究では結論づけられた。

以上のような成果が得られた一方で，本研究にはい

くつかの課題も残されている。第 1 に調査対象者の国

籍についてである。本研究では近年増加しているアジ

ア人夫と日本人妻の組み合わせの国際結婚家庭に着目

したが，アジア人夫の国籍は統計上韓国人と中国人が

多数派を占める。そのため，この 2 か国の国際結婚家

庭について調査を行えなかったことで，本研究ではア

ジア人夫と結婚する日本人妻の家庭の居住地選択の全

貌を明らかにできたとはいえない。また，イスラーム

にもさまざまな流派が存在し，同じムスリム系アジア

人といっても多様な居住地選択のメカニズムがありえ

たと思われるが，本研究ではそれに対してもほとんど

言及できなかった。

第 2 に，調査対象者の少なさと偏りの問題である。

本研究ではインフォーマントの紹介によって次のイン

フォーマントを得るという雪だるま式サンプリングを

用いたため，近しい人間関係のなかでのみインフォー

マントが集まり，類似した性格をもつ家庭を調査対象

としてしまったところは否めない。さらにアジア人夫

の家庭は 6 家庭のみであり，居住地移動の空間的パター

ンもその可能性を示唆することしかできなかった。

最後に，ライフヒストリーを得るためのインタ

ビュー調査は，新型コロナウイルス感染症（Covid-19）

拡大の影響下にあったため，一部を除いてほとんどが

ZOOM を用いたオンライン調査となった。対面での

インタビュー調査は，オンラインで行うよりも感情を

吐露しやすく，より深くライフヒストリーを聞き取る

ことができたように思う。今後は本研究で得たデータ

を踏まえながら，より詳細で多国籍にわたるアジア人

夫と日本人妻の国際結婚家庭の居住地移動・選択研究

が求められる。
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注

1） 右田（2004）によると，上昇婚とは，階層的上位にある異性

との婚姻によって自身の社会的地位が上昇することを指す。

2） 2019 年の『人口動態統計』では，日本人夫と外国人妻の組

み合わせの場合，妻の国籍は中国人（年間 4,723 件），フィ

リピン人（3,666 件），韓国・朝鮮人（1,678 件）の順となっ

ている。

3） 2019 年の『人口動態統計』では，外国人夫と日本人妻の組

み合わせの場合，夫の国籍は韓国・朝鮮人（年間 1,764 件），

米国人（989 件），中国人（917 件）となっている。

4） 川添（2017）によると，マスジドとは，アラビア語でイスラー

ムにおける礼拝施設を指し，「モスク」と呼称されることも

ある。

5） 名古屋市ホームページの「名古屋市の人口の推移のデータ」

（2019 年 10 月 1 日 時 点 ）（https://www.city.nagoya.jp/shisei/

category/67-5-5-24-0-0-0-0-0-0.html）（最終観覧日：2021 年

11 月 25 日）による。

6） オウチーノニュースの「熱田神宮がシンボルの街，名古屋

市『熱田区』の魅力とは？」（2019 年 8 月 7 日付）（https://

o-uccino.com/front/articles/49017）（最終観覧日：2021 年 11

月 25 日）による。

7） 矢作地所ホームページの「名古屋の魅力なごまっぷ」（https://

www.yahagijisyo.co.jp/nagomap/mizuhoku/）（最終観覧日：2021

年 11 月 25 日）による。

8） 本研究で対象とする日本人妻の結婚相手国の上位 3 か国（韓

国・朝鮮，米国，中国）は，統計開始時の 1965 年から現在

までほとんど変化していない。1965 年当初には「米国人夫」

がもっとも多く，1974 年に「韓国・朝鮮人夫」が「米国人

夫」を上回って以降は「韓国・朝鮮人」「米国人」「中国人」

の順となっている。ただし昨今，日本人妻の相手国のうち「そ

の他」国籍の増加が著しく，1995 年からは「米国人」を抜き，

2002 年には「韓国・朝鮮人」を超えて最多となった。外国

人妻のほとんどがアジア人女性であるのに対し，外国人夫

の出身国は近年ますます多様化してきていることがうかが

える。

9） 神里（2004）によると，2001 年には BSE（牛海綿状脳症）

や輸入野菜の残留農薬問題，無認可香料香料使用商品の大

量回収事件，そして全国に広がった無登録農薬事件など，

食の安全性にまつわる様々な問題や事件が起こった。

10） しかし妻 C は，逆に「ほかにムスリムの子どもがいること

で大変」だと言った。例として，C は長女が他のムスリム

の子から「給食ではハラールの肉出ないのになんで食べて

いるの，なんでお弁当持っていかないの」と言われたこと

があると語った。対して，妻 B の子どもの場合，学校でム

スリムは 1 人だけであるが，「他の（ムスリムの）子がいな
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いので，全部説明して学校側にもできないことはいっても

らって，お互いのすり合わせだけで済む。うちの家庭 1 人

だけなので，うちはこうしたいっていう話ができる」ので

ある。このあたりの事情は一概には言えず，個別環境への

論及が必要となろう。
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